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１．目的 

この検討会は、「特定不法行為等に係る被害者の迅速かつ円滑な救済に資するため

の日本司法支援センターの業務の特例並びに宗教法人による財産の処分及び管理の

特例に関する法律」に規定する指定宗教法人（特別指定宗教法人を含む。以下同じ。）

の清算を行う場合において、当該清算が指定宗教法人の特性を踏まえたものとなる

よう、清算人による円滑な清算に資する指針案の策定に向けた検討を行うことを目

的とする。 

 

 

２．検討事項 

 ・清算人による指定宗教法人の財務状況の調査に関する事項 

 ・特定不法行為等の被害者に対する賠償等債務の弁済に関する事項 

 ・清算にあたっての指定宗教法人の信者の信教の自由に対する配慮事項 

等 

 

３．検討会の構成員 

 別紙参照 

 

 

４．その他 

（１）検討会は文化庁次長が開催する。 

（２）検討会に会長及び会長代理それぞれ１人を置く。 

（３）会長は構成員の互選で決定する。 

（４）会長代理は会長が指名し、決定する。 

（５）会長は会議を主催し、会長に事故あるときは、会長代理が会議を主催する。 

（６）会議は、総委員の五分の三の出席がなければ、議事を開き、議決することがで

きない。 

（７）会議は非公開で開催し、会議の議事は、議事要旨として公開する。 

（８）検討会の庶務は文化庁宗務課が担当する。 

（９）（１）から（８）までに定めるもののほか、検討会の運営に係る事項は、検討

会が決定する。 
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